
                                       

 

 

全国的な学力調査のCBT化検討ワーキンググループ 

中間まとめ 「論点整理」（案） 

 

＜総論＞ 

○ 現在、文部科学省では、学校における 1人1台端末と高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備し、

それらを活用して子供たち一人一人に個別最適な学びの実現を目指す、GIGAスクール構想1を推進し

ている。「全国的な学力調査のCBT化検討ワーキンググループ」（以下「本WG」という。）は、この

GIGAスクール構想を踏まえ、全国学力・学習状況調査をCBT2として実施する構想について、専門

的・技術的な観点から検討を行うことをその役割として、本年４月に「全国的な学力調査に関する

専門家会議」（以下「専門家会議」という。）の下に設置され、同年５月から本格的に検討をスタートさ

せたものである。 

 

○ 国際学力調査であるPISA3（OECD生徒の学習到達度調査）は、2015年調査より従来のPBT4か

らCBTに移行した。TIMSS5（国際数学・理科教育動向調査）においても、2019年調査より、従

来のPBTに加えCBTが一部導入され、2023年調査では完全移行することが予定されている。

CBTによる学力調査が国際的な標準となりつつある中で、我が国においても、CBTの特性・利点

を活かした問題の実施など調査の一層の質の向上を図るとともに、教育データの収集・分析・利活

用の充実によるEBPM6のさらなる推進を図るため、国際的に後れをとることなく、全国学力・学

習状況調査のCBT化に向けた検討・取組を進めることが急務である。 

 

○ 全国学力・学習状況調査のCBT化については、調査設計から実施工程にいたるまで、様々な検討

事項がある。本WGでは、まず、これらの事項にかかる論点を、専門的・技術的な観点からでき

るだけ網羅的に洗い出すことを心掛けつつ、国際調査や他分野におけるCBTの実践や民間事業者

等における取組状況等を聴取するなどして、準備・検討に時間を要すると考えられる事項から検討

を行ってきた。 

 

                                                   
1 GIGAスクール構想：Society 5.0時代を生きる子供たちにとって、教育における ICTを基盤とした先端技術等の効

果的な活用が求められるなか、我が国の遅れた学校 ICT環境を抜本的に改善すべく、ハード面の児童生徒 1人1台端

末や高速大容量の通信ネットワーク等の整備とともに、ソフト面ではデジタル教科書・教材等のデジタルコンテンツ

の活用促進、人材面ではGIGAスクールサポーターの配置等、一体的な取組を推進。 
2 CBT（Computer Based Testing）：コンピュータ使用型調査 
3 PISA（Programme for International Student Assessment）：OECD（経済協力開発機構）による国際的な学習到

達度に関する調査。日本では高等学校１年生などが対象。 
4 PBT（Paper Based Testing）：筆記型調査 
5 TIMSS（Trends in International Mathematics and Science Study）：IEA（国際教育到達度評価学会）による国際

共同研究調査。日本では小学校４年生、中学校２年生が対象。 
6 EBPM（Evidence-Based Policy Making）：エビデンスに基づく政策立案 

資料２ 
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○ 本WGにおいては、①CBTの利点をできるだけ活かすこと、②全国どこにおいても安定的かつ継

続的に実施すること、③学校現場の負担をできるだけ軽減すること、の３点を基本的な観点として

検討を行ってきた。その上で、これまでの議論から、以下に掲げる点が、今後の検討にあたって特

に留意すべき点であると考える。 

 

（１）調査の目的と実施方法等が表裏一体の関係にあること 

全国学力・学習状況調査において、全国的な傾向の把握を目指すのか、児童生徒・学校単位などで

のきめ細かい指導の改善に活用することを目指すのか、年度間の学力の変化等の把握もできるように

するのか、などの調査の目的と、引き続き一斉実施で行うか、調査対象は悉皆か抽出か、解答は選択

肢式か記述式を含めるか、調査問題は公開するか否かなどの調査の実施方法などは、相互に他の在

り方に大きな影響を及ぼす面がある。また、全国学力・学習状況調査と別に地方自治体が行ってい

る学力調査等との役割分担等も含め、全国学力・学習状況調査の在り方として総合的に検討を行

う必要がある。 

 

（２）CBT化に向けた体制整備の必要性 

全国学力・学習状況調査のCBT化については、文部科学省及び国立教育政策研究所がシステム

等の検討を含め先導していく必要がある。調査の目的・実施方法に即した新たな調査手法の研究・

開発を早急に進めるとともに、十分な質・量の調査問題を作成し適切に出題することができるようにする

ため、国立教育政策研究所にテスト理論やデータ分析に精通している人材を一定数配置し、専門の組

織を設けるなど検討・実施体制を強化することが不可欠である。その際、協力大学等との連携体制の構

築についても併せて検討を行うことが望ましい。 

 

（３）端末による学習環境への習熟と発達段階などへの考慮 

端末を用いたCBTを、児童生徒が普段の学習で使い慣れている環境で実施できるようにしていく

ことが重要である。また、例えば小学生が記述式問題に解答する際のキーボードの使用や、障害のあ

る児童生徒への配慮について、十分な考慮が必要である。 

 

（４）CBT化による現場への負担の考慮 

現行の調査のように約２００万人を対象に同日同時に一斉に実施することは、ネットワークやサーバ

への負荷が過大になると考えられる。また、学校や設置者固有のネットワークや学校の端末の ICT環

境から国のCBTシステムに円滑に接続し使用できる環境の整備・検証や、調査実施前後における各

端末の動作確認や不具合・故障時の現場での対応など、学校及び学校設置者等への新たな負担をで

きる限り軽くすること等について、十分な配慮が必要である。 
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○ 全国学力・学習状況調査のCBT化に向けては、既にCBTで実施されている医療系大学間共用試験の

導入の際の事例等も参考に、まずは小規模でCBTの試行とその検証に取り組み、その結果や明らかに

なった課題を次回の研究・開発等に反映して更なる改善を図るという PDCAサイクルにより前進させてい

く取組が重要である。このPDCAサイクルをらせん状に重ね、課題の解決を図りつつ、確実に段階的に

規模・内容を拡張・充実していくことが、この構想の着実かつ早期の進展、実現につながると考えられる。 

 

○ 本WGにおいて検討した諸課題に関する具体的な内容は、以下に項目ごとにまとめている。あわせて、

今後さらに検討を行う主な論点も示しており、これらの点を中心に引き続き検討を行う。まずは、本

「論点整理」が、今後の検討及び取組の方向性を指し示すものとして、専門家会議における議論等と

あわせて、文部科学省及び国立教育政策研究所における検討の礎となり、構想の着実な実現に向けて

活かされることを期待する。 
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＜各論＞ 

（１）日々の学習におけるICTの活用と全国的な学力調査との関係 

（日々の学習における ICTの活用の必要性） 

○ GIGAスクール構想を踏まえ、全国規模の学力調査を学校の端末を使用して行うためには、端末やネット

ワークが全国的に整備されることが大前提である。その上で、測りたい学力を的確に測定するために児童

生徒や教師が日常的に ICT機器を使用した学習やパソコン操作に慣れることが重要である。 

 

○ 現状では、ICTの整備状況や普段の利用状況は児童生徒によって様々である。このため、例えば、

TIMSS2019調査では、ローマ字入力や入力モードの切り替え（数字や元素記号等）でつまずく児

童生徒がみられたり、平成31年度（令和元年度）に実施した全国学力・学習状況調査の中学校英語「話

すこと」調査でも、生徒がコンピュータに口述で解答する調査方法に慣れておらず、操作に戸惑い調査開

始が遅れたりしたケースがあった。 

 

○ 情報活用能力という新たな能力が学力の把握・測定に影響することとなるが、こうした点については、全国

学力・学習状況調査の本格的なCBT化の前に、試行や予備調査等を通じて、測定したい学力と情報活用

能力等の関係について分析することが望ましいのではないか。 

 

（２）CBTの利点を活かした学力調査の在り方 

①実施の仕方  

・全国一斉実施の場合、一定期間内（複数回）実施の場合等の論点 

（全国一斉実施の場合） 

○ 現行の全国学力・学習状況調査では、全国一斉実施の場合、実施日までの学習状況について、全国で

同じタイミングで評価できるが、調査日の調整（各学校への周知）は、学校行事等の日程と調整する必要が

あるため、約１年半前から行う必要がある。また、調査日に修学旅行等の学校行事や学級・学校閉鎖等で

実施できない場合、後日実施期間中に実施することとなるが、集計の対象外となる。さらに、災害や感染症

等の突発的な事情で調査日に全国一斉実施ができなくなった場合には改めて数ヶ月以内に調査日を調

整することが難しく、中止とせざるを得ない。 

 

○ 全国学力・学習状況調査をオンラインでCBT化する場合、参加児童生徒数が約２００万人と大規模であ

り、サーバの負荷はかなり大きく、解答時間中に調査を続けられないなど、トラブルに脆弱となることが想定

される。現在のように、同一日時で一斉実施するのではなく、抽出または複数回に分けて実施することが必

要ではないか。 

 

 

4



                                       

 

 

（一定期間内（複数回）実施の場合） 

○ 一定期間内（複数回）実施の場合は、各学校において都合の良い調査日を選択することができるようにな 

るが、その場合、調査問題を複数セット用意するとともに同一時点の学力の評価の観点から工夫の必要が

ある。 

 

○ ＣＢＴ化する場合、問題を一定期間非公開とする設定を行うことにより、地域の事情に合った時期に実施

することも可能になるのではないか。 

 

＜今後さらに検討を行う主な論点＞  

・一定期間内にいつでも調査を受けられるようにする場合の具体的な方策 

 ・問題を一定期間非公開とする設定方法やその実効性 

 

②調査問題  

・全国同一の問題セットとする場合、複数の問題セットとする場合 

・CBTにおける出題方式・調査問題作成のパターンや選択肢について 

（問題セット） 

○（全６時間で３２０問を出題している医療系大学間共用試験と異なり）全国学力・学習状況調査は、

児童生徒や学校現場の負担を考えると、一人の児童生徒が一度に多くの問題を解答するということ

は想定できないので、複数問題セットを用意するなど何らかの工夫が必要になるのではないか。 

 

○ 複数問題セットが用意できれば、複数回調査を実施することが可能となり、社会状況と学力の関連

について、各地方自治体の状況に合わせた日程で柔軟に調査を実施できるようになるのではないか。 

 

○ 現行の全国学力・学習状況調査は、出題される問題数及び領域が非常に限られている。複数の問題

セットを用意することにより、幅広い領域の問題が出題できる。仮に問題を公表する場合には、国

及び教育委員会にとって、全体的な児童生徒の傾向について得られる知見が多く、指導改善や教育

政策の改善・充実等への活用という点から大きなメリットである。 

 

（問題の在り方） 

○ 全国学力・学習状況調査は、平成１９年度から３０年度までは、主として、「知識」に関するA問題、主とし

て「活用」に関するB問題があり、平成３１年度調査で、「知識」と「活用」を一体的に問う形式（いわゆる

「AB一体化」）となったが、CBT化に伴い、例えば知識を問う問題を中心にCBT化するという仕組みも

含めて検討することが考えられるのではないか。 

 

○ 現行の全国学力・学習状況調査では、大問の中にいくつかの問が設けられている形で出題されてい

る。問題をプールしていく際、現行の調査問題が大問形式のままプールされるのか、新たに小問独

5



                                       

 

 

立形式としてプールするのか、問題をプールする際には等化を前提とするのか否かとあわせて検討

する必要がある。 

 

（出題方法） 

○ TIMSS2019におけるCBTに関して、生徒からはイラストや動画・アニメーションなどがあると紙

形式の調査問題よりも楽しみながら問題に取り組めるとの声があった。CBTの特性を活かして、児

童生徒の意欲をより引き出せるような出題が可能になるのではないか。 

 

○ 算数・数学における作図や記号を用いて解答する調査問題について、数式のエディタ（補助ツール）

を使って解答することは可能だが、児童生徒が操作に不慣れな場合、解答に時間がかかり、戸惑う

ことが想定されるので、出題方法の工夫が必要になるのではないか。 

 

○ 国語の調査問題は、文章を画像イメージとして貼り付ける場合を除けば、縦書きのまま実装するこ

とは現時点では技術的に困難ではないか。この点、例えばインターネットからの情報などは、教科

書でも横書きで記載されており、問題の種類によっては、縦書きで示すことにこだわらずともよい

のではないか。また、複数の文章から情報を得たり考えを形成したりする能力を見るなど、現状の

課題に対応した問題がCBTでどの程度作成可能かといった検討も重要ではないか。 

 

≪参考≫医療系大学間共用試験の事例 

医療系大学間共用試験では、コンピュータの機能を活用し、医療面接から始まる一連の思考過程を問

う（後戻りできない）順次解答型問題を用いて、実際の臨床の流れに即した問題を出題している。ま

た、マルチメディア対応問題として、例えば、心雑音の音声を出して、どのような症状か判断させた

り、写真をクリックして動画で患者の状態を見て、意識レベルを判断させたりするなど、より一層の

臨床の現場に即した問題の出題を検討している。 

 

（作問） 

○ TIMSS（国際数学・理科教育動向調査）における PSI7（問題解決と探究）のように、CBT特有の新しい問

題が導入できることとなるが、調査問題の開発に関しては、どのような問題でどのような能力を測るのか、

既存の学力測定のモデルにとどまらない新たな研究も必要ではないか。 

 

（作問体制） 

○ CBTでは紙による筆記方式ではできなかった様々な出題が可能になるが、作問にあたっては、現行

のように教科教育の専門家だけではなく、CBT での出題方法や解答形式などに詳しい専門人材が

必要になり、作問体制を抜本的に変える必要がある。 

 

                                                   
7 PSI（Problem Solving and Inquiry（問題解決と探究））：TIMSS2019から加わった新類型の問題で、研究室での実

験や日常生活の文脈を模した問題を出題。児童生徒の解答に応じて、次の問が変化するという従来の筆記型調査では

できない出題方式となっている。また、問題はカラフルで動画を含んだものとなっている。 
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（記述式） 

○ 記述式問題は、選択式問題のように自動採点を行うことは現状では困難であり、この点では CBT

の強みを十分に生かせるわけではない。そもそも CBT で記述式問題を出題することのメリットと

課題についても十分検討する必要があるのではないか。 

 

○ キーボード操作と手書き入力の違いによって、問題の正誤状況に影響を及ぼさないか、解答時間に

差が生じないかなど実証的に確認する必要があるのではないか。 

 

＜今後さらに検討を行う主な論点＞  

・児童生徒の学力を測定する際の精度や領域別学力のフィードバックのあり方 

・問題数、作問体制、作問スケジュール等への効果や影響 

・問題の公開／非公開及びそれに伴う教育現場へのメッセージ性や指導の在り方への効果や影響 

・年度間比較の必要性 

・CBTで記述式問題を出題することのメリットと課題（PBT方式との比較） 

 

③項目反応理論（IRT）8 

・項目反応理論を導入する場合の利点や課題 

（IRTの導入） 

○ 現行の全国学力・学習状況調査は、全国の児童生徒が同じ問題を解くことにより、その結果から傾向を分

析するなどして、教育現場の指導改善等に活かしている。また、配点や部分点がなく、どの問題も、正答・

誤答のいずれかとなり、調査結果は、正答数や正答率で表している。さらに、調査問題は、毎年度、限ら

れた問題数の中で、全ての児童生徒に身につけておいて欲しい事項を問うており、年度間で難易度を調

整しているわけではないため、基本的には、年度間の比較はできない仕組みとなっている。 

 

○ IRTを導入する場合、調査前に各問題の難易度や識別力を把握することが可能なため、一斉実施ではな

く、難易度を揃えた複数の問題セットによる実施や、年度間の結果の比較が可能となる。一方で、問題を

継続的に使用する必要があるため、問題は原則として非公開とすること、また、多くの問題を作成・準備す

る必要があること、調査前に各問題の特性（難易度や識別力等）を確認する必要があること、問題を長期

間にわたって管理することなどが大きな課題になるのではないか。 

 

                                                   

8 項目反応理論（IRT: Item Response Theory）：問題の特性（難易度や識別力等）と各児童生徒の学力を分けて考える枠

組みであり、例えば、児童生徒の正答・誤答が、問題の難易度（簡単・難しい）によるのか、問題の質によるのか（測りたい能

力を正確に測れる問題か）、児童生徒の学力によるのか等を区別して考えることができる。これにより、いくつかの手続きを

経ることで、異なる時点、冊子、児童生徒集団等で実施した場合であっても、その結果を相互に比較できるようになる。 

 

7



                                       

 

 

○ 指導改善の観点からは、問題公開と結果のフィードバックは重要であり、IRTを導入する場合でも、調査

問題は一律非公開とするのではなく、一部の問題だけでも公表するなど、何らかの工夫が必要ではない

か。 

 

○ 医療系大学間共用試験では、異なるテスト（異なる日程で、異なる問題を用いて、異なる場所で受験する） 

を受ける者の能力を高い信頼性で測定する、という要件を設定し、それらに対応するために異なるテスト

の成績を同一の尺度（能力値）で評価できる IRTが採用された。現状の全国学力・学習状況調査では、１

つの問題セットを全国一斉で実施しているため、そのままの要件であれば IRTの導入は必須ではない

が、基準集団を定めた年度間比較を可能にするためには、IRTについて検討すべきではないか。 

 

（問題漏洩への対応） 

○ IRTを導入する場合、適切な項目特性値を持ったプール問題を非公表で蓄積する必要がある。問題漏

洩については、医療系大学間共用試験で行っているように、正答率などの項目特性値を確認し、大幅に

数値が変化した問題は削除するなど、対策を検討する必要がある。 

 

○ 全国学力・学習状況調査は悉皆調査で実施しているので、問題が漏洩してしまうと、調査の大前提となる 

問題セットが使用できなくなり、複数回調査も不可能となるため、問題漏洩対策は、しっかり検討する必要

がある。 

 

（調査設計との関係） 

○ 国がCBTのシステム等の検討にあたり先導していく必要があるが、都道府県や地方自治体におい

ても独自の学力・学習状況調査が行われていることを踏まえれば、国だけで完結して全国学力・学

習状況調査の在り方を考えるのではなく、例えば、一つの方策として、国は全国的な状況の把握の

ための抽出調査とし、個々の児童生徒の指導改善等に活用するための調査は地方自治体の役割とす

るなど、地方自治体との役割分担も含めて検討すべきではないか。その際、国が IRTを活用し一定規

模の問題の蓄積を行って問題バンクを作成した上で、その問題の一部を各地方自治体における調査に提

供し組み込むことにより、各地方自治体と全国の状況を結びつけて分析することも可能となるのではない

か。 

 

○ 問題を公開して指導改善に役立てることと、IRT を活用して年度間比較を可能とすることと、目的に応じて

調査を分けることも考えられるのではないか。 
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＜今後さらに検討を行う主な論点＞  

・IRTを用いたCBT方式（分冊方式、LOFT方式9、適応型10とマルチステージ方式11等）のパターンとそ

の特徴 

・IRTを導入する場合、測定機能の強化、指導改善、EBPM推進の観点からのメリット 

・IRTを導入しない場合、例えば、年度間比較や現行より正確な学力測定をしたり、一定期間内に複数回実

施したりするための方策や IRTを導入する場合と比較した場合のメリット・デメリット 

 ・問題バンクの作成の必要性 

・CBT・IRTを活用して地方自治体が独自に実施している学力調査の評価及び連携の在り方 

 

④結果提供・解答データの取り扱い  

（結果提供） 

○ 仮に問題を非公開とする場合、結果が提供された後、児童生徒が問題そのものを見ることなく、数値だけ

をもって自分の学習の、どこをどのように変えていく必要があるかを理解することは困難であり、大学生を

対象としている医療系大学間共用試験と異なる点として、留意する必要があるのではないか。 

 

○ 公開される問題を示し、その解答に対するフィードバックを行うやり方も当然あるが、問題が非公開の場合

でも、その問題がどの領域の、どういった能力を評価するものなのかが明確になっていれば、個々の問題

内容に具体的に触れなくても、どのような能力に課題があるかフィードバックすることは可能ではないか。 

 

（解答データの取り扱い） 

○ CBTでは、解答に加えてログ（児童生徒が解答までに要した時間やクリック等の動きなどの詳細データ）

も把握することによって、児童生徒のつまずきの把握をはじめとして、多面的な分析が可能となり、指導改

善面にもメリットがある。また、それらの分析にあたっては、データの前処理や分析などを行うことができる

専門的な技術を持った人材・組織が不可欠となる。 

 

◯ 解答データについては様々な利用・分析が可能になると考えられるが、解答データの取扱いやセキ 

ュリティ等についても十分に検討しておく必要がある。 

 

○ 全国学力・学習状況調査は、全国的な児童生徒の学力や学習状況を把握・分析することと同時に、学校

における個々の児童生徒への教育指導や学習状況の改善・充実等に役立てることも重要であり、その点

を踏まえた分析の在り方について検討する必要があるのではないか。 

                                                   

9LOFT（Linear On-the-Fly Testing）方式：出題領域や問題の難易度、解答時間などが同じようになるように問題セットを自

動編集し、出題の直前にサーバから配布する方式。児童生徒によって出題される問題が異なる。 
10 適応型：小問の正誤に応じて、次に出題する問題を変えること。 
11 マルチステージ方式：大問内の得点（推定値含）に応じて、次に出題する大問を変える方式。 
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≪参考≫医療系大学間共用試験の事例 

医療系大学間共用試験では、モデル・コア・カリキュラムに準拠した出題を行っており、その領域別にレーダ

ーチャートを示して、成績を示している。また、基準集団を設定し、IRT標準スコアに基づく学内や全国で

の位置がどれくらいかを示している。さらに、各大学で統計処理が可能な個別データ、全国集計もフィード

バックすることにより、課題のある分野を把握し、指導に役立てられるような対応をしている。 

 

⑤特別な配慮が必要な児童生徒への対応 

・より丁寧な配慮を行うために、どのような方法が可能か 

（CBTにおける合理的配慮） 

○ CBT化した場合、文字の拡大機能や音声読み上げ機能が搭載できることはメリットになる。特別な配慮が

必要な児童生徒が年々増加していることも踏まえ、多様な特性を有する児童生徒に対応できるよ

う、出題・解答のインターフェイス12でどのような工夫が可能になるのか、解答時間や解答事例等

も集積しつつ、早期に検討していく必要があるのではないか。 

 

○ タッチディスプレイや音声入力等について、端末ごとに機能が異なるため、当該児童生徒が普段使用して

いるデバイスでの調査を実施できるようにしてはどうか。また CBTシステム上、どの程度の機能を実装

するのか検討する必要がある。できる限り、合理的な配慮を行い、本人の意向や普段の学習環境にあわ

せて、対応できるようにする必要がある。 

 

○ 例えば、視覚障害のある児童生徒については、作問・出題にあたり、色に関する配慮が必要となることに

留意する必要がある。紙での出題の場合は、色の使用が制限されるのでそれほど差異は生じないが、

CBTになるとカラフル素材など多くの色が使用可能となるため、どのような配慮や工夫をする必

要があるか、検討する必要がある。また、大きな画面を用意するなど試験環境の工夫もあわせて必

要である。また、聴覚障害のある児童生徒については、画面上で様々な指示を表示できるようにするな

どの配慮が必要となる。 

 

○ 現在は、調査日に登校している児童生徒しか調査を受けることができないが、CBT化により、家

庭の端末も使用可能とした場合に、例えば、不登校の児童生徒も調査に参加できるようになり、調

査を通じた学力・学習状況の把握、指導改善に活かすことが可能となるのではないか。 

 

 

                                                   
12 インターフェイス（interface）：ここではユーザインターフェイスのことを指し、CBTで出題された問題に対して

児童・生徒が解答するときの操作画面や表示内容などの総体。 
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＜今後さらに検討を行う主な論点＞  

・障害の種類や程度等に応じて、どのような合理的配慮を行うことが考えられるか。 

・現行の全国学力・学習状況調査は、点字版、拡大文字版、ルビ振り版の３種類の問題を用意し、実施にお

いて、別室実施や時間延長などの配慮を行っているが、CBT化によって、新たにどのようなことが必要に

なるか。また、可能になるか。 

 

（３）CBT特有の課題・論点 

①問題作成の体制や工程 

・CBT化にあたり、必要となる基本的体制や工程はどのようなものか 

（問題作成の体制） 

○ 全国学力・学習状況調査の問題は、現在、国立教育政策研究所に作問委員会を設置し、約１年かけ

て、学習指導要領の理念・目標・内容等に基づき学習指導上特に重視される点や身に付けるべき力

を具体的に示すメッセージとなるよう専門家による検討を重ね、入念に作成されている。仮に医療

系大学間共用試験のような規模の問題バンク13を構築する場合、現在の作問体制では全く足りず、抜

本的に見直す必要がある。 

 

○ IRTを導入する場合、調査に含める問題項目、具体的に出題する問題項目の選択をどうするか新た

な論点となる。問題項目の選択については、単なる技術的な問題ではなく、教科の専門性の観点も

必要である。国立教育政策研究所に、テスト理論やデータ分析に精通している人材を一定数配置

し、専門の組織を設けるなど検討・実施体制を強化することが不可欠である。その際、協力大学等

との連携体制の構築についても併せて検討を行うことが望ましい。 

 

○ CBT化にあたっては、問題開発と開発した問題を整理・分類するためのコードの付与やその編集・

管理を行う体制、すなわち、技術的な支援体制が不可欠である。 

 

（問題作成の工程） 

○ 医療系大学間共用試験では、各大学から広く様々な問題を集め、精査、吟味していくというプロセ

スで作問を行い、問題バンクを構築している。教師は、調査問題を作成していく過程で指導力を高

めていく面があり、全国学力・学習状況調査の作問にあたっても、こうした仕組みを取り入れてい

く必要があるのではないか。 

 

○ 各地方自治体で行っている学力調査の問題傾向を見ると、全国学力・学習状況調査の問題を作問の

基準として様々な工夫をして出題しているものが多い。全国学力・学習状況調査については、各学

校や教育委員会等が作成した問題を収集して精査していくという作問体制は取りにくいのではない

か。 

                                                   
13 医療系大学間共用試験では、項目特性値を持った問題を約 27,000題（2018年時点）プールしている。 
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≪参考≫医療系大学間共用試験の事例 

医療系大学間共用試験では、良質な問題の作成のために全医学部に問題の作成依頼をしている。問題作

成の標準化のために作問システム・標準化テンプレート・作問マニュアルを提供するとともに、説明

会の開催や、各大学から３名の委員を推薦し、委員会を編成し、問題のブラッシュアップを行っている。ま

た、質保証のために、プール問題を管理する専門委員会を設置することに加え、CBT、教育測定学、統

計学、テスト理論の専門家による定期的な検討を行うことで、問題の質を担保している。 

 

②調査資材の印刷、配送・回収、採点、集計、分析など、現在の一連の工程の効率化 

・各作業工程について、どの程度効率化されるか。また逆に負担増となるものはあるか。 

（問題冊子の印刷、配送・回収） 

○ 調査資材の印刷作成部数の大幅な削減が期待され、印刷コストの低減とともに、配送・回収に必要な箱数

の減少や小型化等によるコスト低減が期待される。また、これら大量の調査資材を扱うための準備期間が

３か月程度短縮可能となるのではないか。なお、調査日の前日に配送を行い、調査日の翌日に回収を行

っているが、完全なCBT化が実現できれば、その配送・回収日の制約も解消されることになる。 

 

○ 一方で、コストに関しては、新たにネットワークインフラやシステム関連の ICT環境の整備、中間サーバを

活用する場合にはその保守・点検等にかかる経費等が、相当程度、必要となることに留意する必要がある。 

 

（採点） 

○ 現在、各教科及び質問紙調査の解答（回答）用紙はOMR 14でデータ化しており、その読み取り枚数は、

小中学校それぞれ約１００万枚必要となる。CBT化により、その読み取り枚数、読み取りにかかる期間及

びコストの大幅な削減が期待される。また、選択式問題については、OMRでデータ化する際に同時に自

動採点が可能となる。短答式問題採点については、現在、各教科の解答をデータ入力した上で、文字列

ごとに人が目視採点しているが、その解答データ入力業務にかかるコスト削減が期待される。加えて、デ

ータ入力者が判読できずにデータ化されなかった解答の採点にかかるコスト削減も期待される。 

 

○ 記述式問題の採点については、現在、各教科の解答用紙にある記述式問題の解答欄をOMRで読み取

り、データ化を行い、人が目視採点を行っているが、解答自体がデータ化されることによって、解答用紙を

OMRでスキャニングするコストや、判読が困難な解答が減少することで採点にかかるコストの削減が期待

される。一方で、現時点では自動採点が可能になるとは見通せておらず、技術的、予算的にどこまで自動

採点が可能となるのか、十分な検討が必要ではないか。 

 

                                                   
14 OMR（Optical Mark Reader）：マークシート用紙を読み取る光学式マーク読み取り装置のこと。選択式問題の試

験やアンケート調査など大量の情報を処理する際に使用される。 

12



                                       

 

 

（結果提供） 

○ 現在、集計終了後、専用のWebシステムを通じて教育委員会、学校に納品帳票、ローデータ、集計支援

ツール等を提供しているが、自動採点、即時採点が可能な問題構成であれば、調査終了後すぐに調査結

果や集計結果を提供することが可能となる。 

 

③学校現場における円滑な実施 

（ICT環境） 

○ 多くの地方自治体、学校がインターネットへは教育イントラネット経由で接続するため、接続先で障害が生

じ、通信に遅延や障害が生じることが想定される。問題や解答に動画や音声が含まれる場合は、影響が

一層大きいと考えられる。 

 

○ オンライン調査で利用するWebブラウザについては、調査以外のサイトへのアクセスが可能であるこ

とや、Webブラウザによっては口述解答には非対応であることなど、制約が生じる場合がある。 

 

（学校現場への支援） 

○ 全国学力・学習状況調査の中学校英語「話すこと」調査の際、担当した教師からは、調査の事前準備や

実施後の解答音声データの回収に係る学校の作業負担が大きかったとの声や、調査実施中のコンピ

ュータトラブルについて負担感が大きかったとの声があった。調査の準備、実施中、終了後に至る

まで、学校が円滑に実施できるよう十分な配慮とサポートが必要である。 

 

＜今後さらに検討を行う主な論点＞ 

・学校における ICT環境を踏まえた必要な対応 

・学校における調査の担当者・教師の負担をできるだけ軽減するための方策等 

 

（４）実施体制等 

①CBTシステムの開発（業務管理、CBT、採点、集計・分析、問題バンクなど） 

・実施する際に必要となるシステムやパターンはどのようなものがあるか 

（システム設計） 

○ システム設計は、どの程度の技術水準を要求するかを明確にする必要がある。例えば、実施方式に

関するシステム、問題作成や管理に関するシステム、解答データの回収、採点、集計などに関する

システムなど、様々なシステムの技術開発を同時並行で行おうとすると、必要な予算の確保が困難

な状況も予想されるため、優先順位を定めて設計・開発する必要があるのではないか。 

 

○ 地方自治体や学校によって、整備されている端末や導入されているアプリケーション等が異なるの

で、様々なOSやブラウザに対応できるように設計する必要がある。 

13



                                       

 

 

 

○ システム開発には、児童生徒、教師、教育委員会、保護者などのユーザーがどのような要望を持っ

ているかを把握した上で要件定義することが望ましい。 

 

（実施方式） 

○ CBTの実施方式としては、主に①USB方式15、②中間サーバ＋LAN接続方式16、③WAN接続方式
17がある。全国学力・学習状況調査をCBT化する場合、②の中間サーバ＋LAN接続方式が経費（初

期費用・維持費）と実施にかかる負担のバランス等の観点から現実的ではないか。①USB方式の場

合、大量の USB が必要となるため経費がかかり、学校現場での取扱いにも手間がかかること、③

WAN 方式の場合、ネットワークが不安定となるリスクが高いことや多額の経費がかかることなど

が主な課題ではないか。 

 

○ 全国学力・学習状況調査をCBTで実施する場合、適切に実施されているかを確認する機能（いわゆ

る監督機能）を持たせることが重要である。例えば、問題セットが正しく配信されたことを確認す

る機能や、解答が確実に送信されたことを確認する機能を備える必要がある。 

 

○ 現行調査では、毎年度入札で委託事業者を決定しているが、CBTシステムに関しては継続的なシス

テム運用が不可欠であり、複数年度にかかる契約の仕方や、CBTシステムの管理・運用に関する国

と事業者の役割分担の在り方について検討すべきではないか。 

 

≪参考≫医療系大学間共用試験の事例 

・医療系大学間共用試験では、問題を管理し、試験の実施・評価を担う機構18にセンターサーバがあ

り、各大学にサイトサーバと試験端末が置かれる構成となっている。CBT導入時点で、実施大学の

ネットワークインフラが十分ではなかったこと、セキュリティ確保の観点から、センターサーバと

サイトサーバの間は現時点でもオフラインとなっている。試験実施情報や受験者名簿、問題集、体

験テスト、実施マニュアルなどを含む「実施キット」をCD等で大学に送付し、実施後に解答デー

タをCDで機構に送付する運用をとっている。 

・実施にあたっての役割分担について、医療系大学間共用試験の場合、機構が、試験問題の作成から

試験の実施、改善までを組織的に行い、試験を実施する大学は、ICT環境整備と試験実施時の体制

を整備している。また、試験当日は機構から試験監督者を派遣するとともに、機構内に実施本部を

開設し、試験の実施を監督している。コンピュータシステム上のトラブルについてのみ、システム

サポートセンターを開設し、業者に委託して対応している。 

 

 

                                                   
15 USBに調査アプリを入れておき、ネットワークを利用せずに実施する方式 
16 児童・生徒の受験端末は、調査実施中は校内LANにのみ接続し、外部ネットワークには接続しない。解答は一時

的に中間サーバに送信しておき、解答終了後に時間差でメインサーバに送信する方式 
17 直接メインサーバに接続する方式 
18 公益社団法人医療系大学間共用試験実施評価機構 
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＜今後さらに検討を行う主な論点＞  

・児童生徒の端末上での操作方法（画面の操作方法や、記述式の場合、キーボード入力または手書き

とするか、調査中の誤操作や、漢字変換機能の制御等の在り方等） 

 

②実証研究、予備調査、試行等を含めたスケジュールや具体的な進め方    

（実証研究・準備の必要性等） 

○ 全国学力・学習状況調査をCBT化するということは、現行、小学６年及び中学３年の約200万人規模の

調査であるため、大規模なシステムを開発・整備することとなり、相応の費用がかかる。また、準備期間につ

いて、TIMSSは、実施主体である IEA（国際教育到達度評価学会）により、2014年にCBTの開発

計画が公表され、2023年に完全実施というスケジュールで進めていることを踏まえても、相応の時間が

必要となることが見込まれる。CBTシステムの構築に向けて、まず小規模の実証をスタートさせ、検討を

進めることが必要である。 

 

○ 全国学力・学習状況調査のような大規模調査をCBT化する場合、当初から設計しておくべき点と実  

証研究を通して改善できる点を区別して進めることが重要である。後者に関しては、小規模な予備調

査や実証研究などを行い、その過程で得られた課題から大規模調査で実現可能な方法を検討していく

必要があるのではないか。特に問題作成・実施方式・結果のフィードバックの在り方などに大きな変

革が必要となることから、着実な実施に向けて、小規模の試行から検証を重ねていくことが重要であ

る。 

 

○ CBTならではの出題の工夫がどこまで可能なのかなどを検証するために、これまでの全国学力・学

習状況調査のデータの蓄積を活用して、問題を実際にデジタル化してみることが必要ではないか。 

 

○ CBT化に向けて、実現可能性を高めながら進めるためには、医療系大学間共用試験の事例も踏まえ、

まずCBTシステムのプロトタイプ19を作成し、小規模からの実証研究を実施していくことが必要不

可欠である。あらかじめCBTシステムの完全な要件定義を決めることは難しく、実証研究を積み重

ねながら、明らかになった課題を踏まえ、軌道修正や新たなニーズの把握を行いつつ開発を進めて

いくことが必要である。 

 

○ 実証研究にあたっては、実施体制や調査理念の周知を行った上で、各ステークホルダー（地方自治

体、学校、教員等）が参加しながら開発を進めていくことが望ましい。 

 

                                                   
19 プロトタイプ（prototype）：初期段階における試作品 
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≪参考≫医療系大学間共用試験の事例 

・医療系大学間共用試験の場合、CBT化にあたり、①試験システムの根幹（IRT採用、非同時実施、

セキュリティなど）、②学生の適切な能力評価のための必要な配慮（問題形式、マルチメディア対応

等）、③フィードバック（対受験生、実施大学、問題作成等を行う者、行政）、④実現可能性（大学に

おける ICT環境、ICT支援員の必要性、コンピュータ設置スペース等）の観点から検討を行った。そ

の他、運用手順、障害のある学生への対応、運用マニュアル、手引き等についても検討を行った。 

・また、正式実施に至るまで、受験生 100人以上（1試験会場分）を対象にして、試行を「トライ 

アル０」～「トライアル４（最終トライアル）」と称して、段階的に実施している。 

 

「トライアル０」：CBT導入可能性の検討のためのプロトタイプシステムを開発 

「トライアル１」：改めて問題作成システムの開発、出題管理システムの開発等 

「トライアル２」：全受験生に同じ問題を出すアンカー問題を２０％出題し IRTの精緻化、 

追・再試験の実施機能の追加等の対応 

「トライアル３」：視覚素材の出典管理機能や問題ブラッシュアップシステムの構築等 

「トライアル４（最終トライアル）」：正式実施を想定した運用のチェック等 

 

これらのトライアルの実施を通じて、コンピュータの障害内容を分析し、どのような機能が必要か

検討し、サーバがダウンしたときの端末の動作や、サーバが故障しても端末だけで試験が続行でき

る仕組みの構築等の対応、学生の能力を適切に評価するための問題形式の開発・確認を行った。 

 

＜今後さらに検討を行う主な論点＞  

・実証研究の実施に向けて留意すべき点、初期段階の実証研究で確認すべき事項  

・予備調査、試行等の規模や実施にあたっての留意点 

・PBTからCBTへの円滑な移行のための方策 
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